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検討のフロー

項目 具体例

割当周波数
帯域幅の検
討

●サービスに要する割当
周波数帯域幅

・ 想定するサービスごとの割当
可能周波数帯域幅の試算

・ 事業者の数

●V-LOW、V-ＨＩＧＨ別の
割当方針

・ Ｖ－ＬＯＷ、Ｖ－ＨＩＧＨの特性等

技術方式の
検討

●制度化する技術基準 ・候補となる技術基準間の異同

●一の標準方式の決定の
是非

・ 標準方式の意義

・ 複数の方式が併存するメリット、
デメリット

●一の標準方式の決定 ○ 判断要素の確定

○ 判断要素ごとの検討

・ 国際標準

・ 周波数の効率的利用

・ サービスの高度化、多様化の
実現性

・ 送信ネットワーク費用

・ 受信機の費用

・ 国際競争力の強化への寄与

・ その他

効率的枠組
の検討

●周波数割当計画の決定
方法

・ 従来の方法（国が具体的内容
を定める）と、事業者に委ねる方
法（認定計画の適用）

・ 認定計画において担保すべき
事項

項目 具体例

サービスの
概要の検討

●実現する放送の基本的
枠組み

・ 理念

・ サービス内容

・ 性格（基幹、非基幹）

・ 放送対象地域（全国、地方ブ
ロック、コミュニティ等）

・ あまねく受信義務の扱い

・ アナログラジオとの関係

・ ビジネスモデル

参入の枠組
み、規律

●参入の形態

●集中排除原則

・ ハード・ソフトの在り方

・ チャンネルリース制度

・ アナログラジオとの関係

事業の規律 ●番組規律 ・ 番組準則、調和原則

●ＰＦ規律 ・ 認証、課金の在り方

●その他

①

②③

（注） ⑤・・・今回議論（ ①～④ ・・・前回議論）

④

⑤
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実現する放送の基本的枠組み

実現する放送 デジタル新型コミュニティ放送 地方ブロック向けデジタルラジオ放送 全国向けマルチメディア放送

○ 現存するニーズにまずは適切に対応することが
必要。

○ すべての市町村への画一的な割当は不要であ
るが、ニーズのある地域について帯域幅を柔軟に
割り当てるべき。

○ ただし、例えば、都市部で半径10ｋｍのサービ
スエリア（注）を可とする場合には、「新たな県域放
送」という性格を有することとなる。

（注） アナログのコミュニティ放送は、空中線電力の制約（20Ｗ

以下）から、都市部で概ね半径２ｋｍ以下となる。

○ 次の事情等を勘案すると、「県域」ではなく「地
方ブロック」（複数県）をサービスエリアとすべき。

（注）「地方ブロック」エリアは柔軟に設定可とする。

○ 安定的なサービス提供を可能とする環境（広い
帯域幅等）が必要。

○ できる限り柔軟なサービス提供を可能とすべき。

制度化の理念 ●「地域振興」「地域情報の確保」
●「地域文化・地域社会への貢献」

●「地域振興」「地域情報の確保」
●「地域文化・地域社会への貢献」

●「既存ラジオのノウハウの活用」

●「通信・放送融合型サービスの実現」

●「国際競争力の強化」

●「産業の振興」

●「コンテンツ市場の振興」

●「通信・放送融合型サービスの実現」
●「新たな文化の創造」

●携帯端末向け放送サービスの先導的役割

ビジネスモデル
のイメージ

●地域ごとの情報伝達手段
●アナログコミュニティ放送のデジタル版

●自治体やＣＡＴＶとの連携

●地方ブロックマーケットの多チャンネル
サービス

●「全国向け放送」の対抗軸（「地方ブロック」同士
の連携等）

●全国マーケットの多様な多チャンネル
サービス

●携帯電話サービスとの連携

●骨太なビジネスモデル

●新たな公共的役割（コンテンツ振興、地域情報の
全国発信、「外国人向け」等）

料金 無料放送中心 無料放送・有料放送 有料放送中心

受信エリア 電波の届く限り ＦＭ程度（約9割の世帯をカバー）

（例えば５年以内の実現を目途）

できればＦＭ程度

（例えば５年以内の実現を目途）

サービス内容 リアルタイム リアルタイム中心（ダウンロードもあり） リアルタイム・ダウンロード

音声中心（映像あり） 音声・映像・テキスト 等 マルチメディア

・地域情報中心

・災害時放送等

・一般向け情報中心

・アナログラジオのサイマル放送あり

・災害時放送等

・ＩＴＳ等

・専門的コンテンツ中心（「ニュース」「スポーツ」「音楽」等）

・従来の放送にはないコンテンツ（「ゲーム」「エンジニアリ
ング」「地図」等）
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実現するサービスへの周波数の割当イメージ

90MHz 222MHz（108～207.5MHzを除く）

デジタルラジオ（地方ブロック）

Ｖ－ＬＯＷ Ｖ－ＨＩＧＨ

１８Ｍ

デジタル新型

コミュニティ放送
（市町村）

・ 一の周波数（チャンネル）を
全国で使用することが可能で
あることを前提。

１４．５Ｍ

マルチメディア放送（全国）

・ 「地方ブロック向け」（及び
「全国向け」）の割当後、その
周波数を利用して可能な範
囲で実現することを前提。

可能な範囲で割当

・ ブロック別に、別々の放送
ができるよう、周波数（チャン
ネル）を分割（例えば３分割）
して使用することを前提。

ハードへの参入 ・ 地方ブロックごとに、１又は複数を想定。
（地域連携による参入や、１社による参入も可。）

・ 全国で、１又は複数を想定。

留意点 ・ 地方ブロック別サービスを必須。
一定のチャンネル容量を「全国向け」サービスに用いることは事業者

の自主的判断により可能。
また、事業者の自主的判断により、「県域向け」サービスに用いること

については相当の制約があるが、完全に否定されるものではない。

・ 全国向けサービスを必須。
一定のチャンネル容量を、事業者の自主判断に

より、「地方ブロック」向けに用いることについては、
相当の制約があるが、完全に否定されるものでは
ない。

・ すべての地方ブロックに割り当てることができなかった場合には、「地
方ブロック向け」を「全国向け」に改めた上で再度参入を募集する方法
等も考えられる。



⑤－１
「制度の検討」

ア 参入の枠組み、規律
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参入の基本的枠組み（いわゆるハードとソフト）

① ソフト事業の在り方

○ マルチメディア放送サービスの制度設計については、参入の基本的枠組みとして、①ソフト事業の在り方、②ハード事業の在り方、
を検討する必要がある。

○ 「全国向け」と「地方ブロック向け」は、ビジネスモデルのイメージ等が異なることから、それぞれ別の市場として検討すべきであ
り、また、検討は、実際の「放送」サービスを構成する「ソフト事業」から行うべきである。

地方ブロック向け放送 全国向け放送

前回まで
の議論

割り当てる周波数帯
域

・ 複数波に分割してブロックごとの放送をすることを前提に、Ｖ－Ｌ
ＯＷの１８ＭＨｚを、小分けして又は全国で、１又は複数のハード事
業者に割当て。

・ １波で全国をカバーすることを前提として、Ｖ－ＨＩＧＨの１４．５ＭＨ
ｚを、１又は複数のハード事業者に割当て。

１事業者による１地域
当たりの帯域幅

・ 「全国向け放送」（５Ｍ程度以上）を超えない範囲で、事業者の任
意とする。

・ 「安定的なサービス提供を可能とする」等のため、１事業者当たり５
Ｍ程度以上を前提とする。

勘案要素 ・ 多チャンネルサービスのメリットを生かす等のため、１の事業者に対して、相当程度のチャンネルの「編成権」
（それらのチャンネルの「編集権」を含む）を与えるべきではないか。

・ ①「放送」による表現の自由ができるだけ多くの者に享有されるようにすること、②ソフト間での競争環境を確
保することが必要ではないか。

考え方 ・ 複数のチャンネルの「編成権」を有する事業者を確
保すべきではないか。

・ ただし、「地方ブロック向け放送」は、

－ 分割する波の数により地域ごとに実現される放送
の帯域が影響されること、

－ 既存のラジオ事業者の連携した参入希望が見込ま
れるところ、現実的な参入の形態に沿って考えるべ
きこと、

等から、詳細は、今後免許等の方針の決定までに検討
を進めるべきではないか。

・ Ｖ－ＨＩＧＨの帯域幅が１４．５ＭＨｚあることを踏
まえて、相当のチャンネル（５ＭＨｚ程度の帯域幅に相
当するチャンネル）の「編成権」を有する事業者を確保
すべきではないか。
－ Ｖ－ＨＩＧＨの帯域幅が１４．５ＭＨｚあることを
踏まえれば、１事業者当たり５～６ＭＨｚであれば２
事業者確保可能。
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・ 加えて、他者にチャンネルを使わせる制度を検討すべきではないか。



② ハード事業の在り方

○ ソフトの多元性・競争が確保される。

○ ハード間の競争が働き、当初の条件以上の
放送エリアの確保の可能性。
（放送エリアの確保は免許条件等でも可能）

ハード事業者 ハード事業者

［参考］

地方ブロック向け放送 全国向け放送

・ ハードを整備する事業者は、ソフト事業者になれるようにすべきではないか。

← ハード投資のインセンティブ確保のためには、ハード事業者が主体的に使えるチャンネルを確保することが必要。

・ ソフト事業者が１の場合には、ハード事業者も１となる。

・ ソフト事業者が２以上の場合、ハード事業者は１の場合及び２以上の場合が考えられる。

← ハード事業者が１であっても、必要な世帯普及率は免許条件等で確保可能。ただし、ソフト事業者間の公正な競争条件の確保が前提。
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ハード事業者

ハード事業者とは
異なるソフト事業者

○ ソフトの多元性・競争が確保される。

○ ハードの投資総額が抑えられる。

複数のソフト事業者
を確保

（注）「地方ブロック向け」の具体的な参入形態としては、例えば参入希望者が共同で出資した会社がハード事業者となり、事実上参入希望者が番組提供
事業者となるスキームも考えられる。

ハード事業者

○ ソフトの多様性が確保される。

○ ハードの投資総額が抑えられる。

個々のチャンネル

１つのソフト事業者
を確保 ※ ハード事業者間で、共同してハードを整備

することも考えられる。
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参入規律

マルチメディア放送事業者

【①表現の自由享有基準】

放送による表現の自由ができるだけ
多くの者によって享有されるようにす
るため、放送事業者等は他の放送事業
者を「支配」できないとする規律。

【②外資規制】

電波利用の国内優先、放送
の持つ社会的影響力にかんが
み、外国人等による放送局へ
の出資を制約する規律。

支配する放送局等と支配される
放送局の放送対象地域について、
○ 重複する場合・・・10％
○ 重複しない場合・・20%

○ 外国人等の出資・・20％

放送局等
外国人等

【③携帯電話事業者との関係】

特定の携帯電話事業者のみが影響力を
及ぼすことがないよう、携帯電話事業者
の出資を制約するか？

携帯電話事業者

《 出資規律① 》
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これまでの「放送」は、参入の規律として、①放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにするための基準
（「放送局に係る表現の自由享有基準」をいい、従来の「マスメディア集中排除原則」がこれに当たる。）、②外資規制といった出資規
律を課しているが、マルチメディア放送については、どのように取り扱うか。

【① 表現の自由享有基準】

地方ブロック向け 全国向け

・ 地方ブロック向けは将来的には現在のラジオと同等の社会的影響力を有することが考えられること、全国向けは携帯電話端末の普

及状況等から相当の潜在的な社会的影響力を発揮できると考えられること等から、一定の規律の適用が必要でないか。

・ 規律の内容としては、新たなメディアであること等を勘案して、既存の放送事業者との間の出資比率の上限を、原則として、例え

ば、１／３～１／２程度とすることが考えられるのではないか。

・ 地方ブロック向け放送の円滑な実現のため、地方ブロック間

の連携等を原則自由とするべき（又は前提とするべき）ではな

いか。

【② 外資規制】

地方ブロック向け 全国向け

・ 電波利用の国内優先の考え方、「放送」の持つ社会的影響力等から、現在と同様の外資規制は必要ではないか。

【③ 携帯電話事業者との関係】

地方ブロック向け 全国向け

携帯電話事業者
との関係

－ ・ 事実上、携帯電話のデータサービスの下り
回線的なビジネスモデルが想定されているが、
一の携帯電話事業者のみが利益を得ることとな
らないよう、
－ 一の携帯電話事業者による出資を一定の範
囲とすることも考えられるのではないか。

－ 複数の携帯電話事業者や、多くの業種が出
資している者を優先することも考えられるの
ではないか。

・ マルチメディア「放送」サービスは、
携帯電話のサービスとは異なるものであ
るため、
－ 一の携帯電話事業者による出資を制
限する必要はないのではないか。

《 出資規律② 》



その他の参入規律について①

参入の前提として、どのようなサービス上の相違を設けるか。

地方ブロック向け 全国向け

サービスの定義
（ビジネスモデル）

① 「映像」「音声」「データ」／「リアルタイム」「ダウンロード」の放送を自由に組み合わせることを
可能とする（事業者の自主性に委ねる）。

② ラジオに準じて、すべてのチャンネルが「デー
タ」や「ダウンロード」とならず、最低でもその
ハードプラットフォーム上で「音声放送」があるこ
とを確保する。

② すべてのチャンネルが「データ」や「ダウン
ロード」とならず、最低でもそのハードプラット
フォーム上で「映像放送」があることを確保する。

伝送する情報

「瞬間的影像」
⇒テレビ映像

「音響」 「影像又は信号」

簡易動画 その他

テレビジョン放送

音声放送

（ラジオ）

超短波（FM）

中波（AM）

・短波

データ放送

（「瞬間的影像」に伴う音響のみ伝
送可能）

（「（簡易動画等の）影像」に伴
う音響のみ伝送可能）

SD・HDの放送部分

音声のみの放送部分

ワンセグ放送部分

文字放送等の部分

（デジタルラジオの）簡易動画付き放送部分

音声のみの放送部分

文字放送等の部分

文字放送等の部分

（参考１） 現在の各放送の定義
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いずれにしても、「視聴者に分かりやすいこと」、「（技術の進展等に対処できる）柔軟性を確保すること」が必要ではないか。

《 サービスの定義 》

伝送が義務づけられる部分 任意で伝送する部分
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テレビジョン放送 静止し、又は移動する事物の瞬間的影像及びこれに伴う音声その他の音響を送る放送（文字、図
形その他の影像（音声その他の音響を伴うものを含む。）又は信号を併せ送るものを含む。）

【放送法第２条第２号の５】

音声放送

（ラジオ）

超短波放送（FM） ３０MHzを超える周波数を使用して音声その他の音響を送る放送（文字、図形その他の影像又は信
号を併せ送るものを含む。）であつて、テレビジョン放送に該当せず、かつ、他の放送の電波に重畳し
て行う放送でないもの

【放送法第２条第２号の４】

中波放送（AM） ５２６．５kHzから１６０６．５kHzまでの周波数を使用して音声その他の音響を送る放送

【放送法第２条第２号の３】

短波放送（LF） ３MHzから３０MHzまでの周波数を使用して音声その他の音響を送る放送

【電波法施行規則第２条第１項第２４号の２】

データ放送 ２値のデジタル情報を送る放送であって、超短波放送及びテレビジョン放送に該当せず、かつ、他の
放送の電波に重畳して行う放送でないもの

【電波法施行規則第２条第１項第２８号の４】

伝送する情報

「瞬間的影像」
⇒ＳＤ・ＨＤ形式の影像

「音響」 「影像又は信号」

簡易動画 その他

マルチメディア放送

文字放送・ダウンロード放送等の部分

※ いずれの「部分」の伝送を義務づけることが必要か。

（注） 今回割り当てる周波数は、周波数割当計画において「テレビジョン放送以外の放送」に割り当てることとされている。

音声のみの放送部分

（参考２） 現在のテレビジョン放送等の定義

簡易動画付き放送部分



その他の参入規律について②

マルチメディア放送の参入について、視聴者の保護や一定の公共性の確保の観点から新たに課すべき規律はあるか。

また、それは、どのように確保することが適当か。

地方ブロック向け 全国向け

「放送の普及」に関する規律 ・ 「ワンセグ」以外の携帯端末に向けた必要最低限の情報提供手段の確保等の観点から、有料放送を前提とする

事業者であっても、一定の無料放送の実現を期待できる枠組みとすべきではないか。

コンテンツに関する規律

サイマル放送（同時再送信）

の可否

・ メディアとしての新規性等を勘案し、サイマル放送について、一定の制約を課すことが必要。

特定の放送の実現 ・ 一定の公共性を確保するため、①地方情報の全国発

信、②外国人向けの放送サービス等の実現、③ソフト

制作会社への外注枠の設定等を期待できる枠組みと

すべきではないか。（「地方ブロック向け」についての適

用も考えられる）
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⑤－２
「制度の検討」

イ 事業の規律

12
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番組規律の在り方（総論）

現在の放送は、その放送番組の適正性の確保のため放送番組に関連した規律があるが、マルチメディア放送については、ど
のような規律を採用するべきか。

規律（放送法の条文） 地方ブロック向け 全国向け

番組準則（§3の2Ⅰ、44Ⅰ）
⇒ ①公安及び善良な風俗を害しないこと、②政治的公平であること、③報道は事実をまげないこと、④意見が対立する問題は、できるだけ多

くの角度から論点を明らかにすること 等 国内放送の放送番組の編集に当たっての義務。

○

教育番組教育課程基準準拠（§3の2Ⅲ）
⇒ 学校向けの教育番組は、その内容が教育課程の基準に準拠するようにする義務

○

番組基準の策定（§3の3）
⇒ 放送番組の種別及び放送の対象とする者に応じて放送番組の編集の基準を定め、これに従って放送番組の編集をする義務

○

放送番組審議機関（§3の4、51Ⅰ）
⇒ 放送番組の適正を図るため、放送番組審議機関を置く義務

○

訂正放送等（§4）
⇒ 真実でない放送により権利侵害を受けた者から請求があった場合等に、遅滞なくその真偽を調査し、虚偽の場合には訂正・取消放送を行

う義務。

○

放送番組の保存（§5）
⇒ 放送番組を放送後３か月間は保存しなければならない義務

○

災害放送（§6の2）
⇒ 国内放送を行うに当たり、暴風・豪雨・洪水・地震・大規模火事等の災害した（するおそれがある）場合、その発生の予防又は被害の軽減の

ために役立つ放送をするようにする義務

○
（「県域放送」レベルの災害放送が

求められるべきではないか。）

×
（「全国向け」については、事業者の
判断に委ねるべきではないか。）

広告放送の識別のための措置 （§51の２）

⇒ 対価を得て広告放送を行う場合、広告であることが明らかに識別できるようにする義務
○

候補者放送（§52）
⇒ 選挙の候補者に政見放送等をさせた場合、その選挙の他の候補者から請求があった場合には、同等の条件で放送させる義務

○

学校向けの放送における広告の制限 （§52の2）
⇒ 学校向けの放送番組を放送する場合、学校教育の妨げになると認められる広告をその放送に含めてはならない義務

○

※ これらの規律のほか、テレビジョン放送に係る規律として、「番組調和原則」（§3の2Ⅱ）と「解説番組・字幕放送」（§3の2Ⅳ）がある。



事業規律①（放送サービス、課金・認証等・チャンネルリース）

「マルチメディア放送」は、

① 携帯端末向けの放送であり、主として携帯電話端末に対してサービスを提供することも考えられること、

② 有料放送を前提とする放送であり、それを行う際には課金・認証プラットフォーム機能が必須であること、

といった特徴を有している。

こうしたことを念頭において、視聴者の利益保護、ソフト事業者間の公正な競争の確保、携帯電話事業者間の公正な競争の確保のため、
今後の携帯電話に係る市場構造の変化等も視野に入れつつ、必要と考えられる事業規律を検討するべきではないか。

① 放送サービスの提供の在り方 ② 課金・認証等サービスの提供の在り方 ③ チャンネルリース業務の在り方

「ソフト事業者（＝放送事業者）」
↓

「利用者」

「課金・認証プラットフォーム事業者」
↓

「ソフト事業者（＝放送事業者）」

「ハード事業者」
↓

「ソフト事業者（＝放送事業者）」

問題意識 ・ 広く放送サービスを提供する必
要はあるか。

（特定の携帯電話会社専用のサービ
スとすることは認められるか。）

・ ソフト事業者間で、「課金・認証等の
プラットフォームの調達」の公平性を確保
する必要はあるか。

・ ソフト事業者間で、「チャンネル
調達」の公平性等を確保する必要は
あるか。

＜論点＞

放送事業者

携帯電話会社Ａ

【サービス提供
が可能】

【サービス提供
が不可能】

放送事業者 放送事業者

課金・認証等のプラット
フォームの提供

課金・認証ＰＦ事業者

○ ×又は不利な条件
ハード事業者

ハード事業者とは
異なるソフト事業者

不利な条件

14
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放送事業者
認証機能

ア 特定の集団のみに対してサービスを提供することは許容
されるか。

携帯電話会社Ａ 携帯電話会社Ｂ

課金機能、契約の媒介等の機能

イ 特定の集団の管理者から、自らの集団にサービスを提供して欲
しい旨の要望があった場合、どう考えるべきか。

ア 有料放送サービスの提供相手を、特定の携帯電話会社の利用者のみとすること（例えば、携帯電話会社Ａの利用者のみをサービス提供の相手

方とすること）（＝特定の携帯電話会社用のサービスとすること）は認められるか。

イ 有料放送サービスの提供相手に関して、特定の携帯電話会社が、その利用者において放送サービスの提供が受けられる環境を整備し

たい旨の要望があった場合（例えば、携帯電話会社Ｂから自らの利用者にサービスを提供してほしい旨要望があった場合）、それを受け入れる必要があ

るか。

【認められない】合理的な理由がない限り、特定の携帯電話会社の利用者（例えば、携帯電話会社Ａの利用者）であるか否かを問わず
に、広くサービスの享受が可能となるようにすることが必要なのではないか。

【認められる】「認証・課金」に関する経営判断の結果であり、許容されるべきではないか。

【受け入れる必要がある】 合理的な理由がない限り、受け入れるべきではないか。その際には、携帯電話会社ごとに、差別的な扱いをするこ

とは禁止されるべきではないか。

【受け入れる必要はない】サービス提供に関する経営判断の結果であり、受け入れる必要はないのではないか。
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《 ①放送サービスの提供の在り方 》



放送事業者（＝ソフト事業者）間で、「課金・認証等のプラットフォームの調達」の公平性を確保する必要があるか。

【「課金」「認証」等の機能ごとの公正性の確保の必要性について検討するべき】

実際に想定される「課金・認証等のプラットフォーム」を個々に切り分けた上で検討を行い、公正な競争条件を確保するために必
要なであれば検討するべき。

【一切確保する必要はない】

放送事業者間の競争に委ねるべきであり、一切確保する必要はない。

放送事業者 放送事業者

課金・認証等のプラットフォームの提供

課金・認証等のＰＦ事業者

○ ×又は不利な条件となっていないか

＜参考＞

現行の放送法においては、

「有料放送の役務に関し、

① 契約の締結の媒介、取次又は代理を行うとともに、（＝契約の媒介等の機能）

② 当該契約により設置された受信設備によらなければ当該有料放送の受信ができないようにすることを行う業務」（＝認証機能）

を、一定の数以上の有料放送事業者のために行う者に対しては、その業務の適正かつ確実な運営を確保するための規律が規定されている。
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《 ②課金・認証サービスの提供の在り方 》



ハード事業者が、ソフト事業者（放送事業者）にチャンネルリースを行う際には、ソフト事業者間で「チャンネル調達等の公平性」を確
保する必要はあるか。

⇒ ハード事業者からチャンネルを調達するソフト事業者が不利な条件を強いられることにより、ソフト事業者間の競争が阻害され、
ひいては視聴者の利益を害することとなるため、ソフト事業者間の公正な競争が確保されるような規律を検討する必要があるのでは
ないか。

具体的には、
・ ハード事業者により提供されるチャンネルの使用の条件
・ ハード事業者により提供される課金・認証等の機能の使用の条件
等が考えられるのではないか。

こうした規律は、特に「ハードソフトを完全分離しない形態」での参入を許容する場合には特に留意すべきではないか。

＜参考＞

現行の放送法は、受委託制度（衛星放送に導入されている制度で、衛星を運用して委託放送事業者から委託により放送をする者を「受託放送事

業者」（＝ハード事業者）と、受託放送事業者に委託して放送させる者を「委託放送事業者」（＝ソフト事業者）とするもの）において、受託放

送事業者は、委託放送事業者の委託により放送番組を放送する役務の提供条件について、

・ あらかじめ提供条件を定めて、総務大臣に届け出る義務を課すとともに、

・ 総務大臣は、その内容について、

－ 差別的取扱いをすること

－ 責任に関する事項を明確にしていないこと

－ 不当な義務を課すものであること

に該当する場合には、変更命令ができることとされている。

ハード事業者

ハード事業者とは
異なるソフト事業者

ハード事業者が自ら使用する条件と
比べて不利な条件となっていないか
（例）
・チャンネルの提供条件
・課金・認証機能等の提供条件
・その他
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《 ③チャンネルリース業務の在り方 》



事業規律②（放送と通信の融合への対応）

○ 「マルチメディア放送」については、携帯端末の画面に、番組規律のある「放送」と、規律のない「通信」がシームレスに表示
されることとなるが、視聴者保護の観点から、何らかの措置が必要と考えるか。

例えば、現在、ワンセグについては、「放送サービス」と「通信サービス」が明確に切り分けされるよう、ＡＲＩＢの規格により、一定の自主的な
規律が課されているが、こうした措置は個別の放送局ブランドの維持や視聴者の混乱回避に寄与しているとも考えられるが、どうか。

○ ＡＲＩＢの運用規定であるＴＲ（技術資料）において、
「混在表示禁止の原則」等を規定。

⇒ 異なる複数の提供者からのコンテンツを画面に表示する
場合、視聴者にあたかも一のワンセグ放送事業者が全て
のコンテンツを提供しているかのような誤解を与えない
ために、

・ 異なる複数の提供者からのコンテンツをあたかも同一
のごとく視聴者に誤解を招くように表示（＝「混在表
示」）することを禁止

・ 放送コンテンツの提示中に放送事業者以外の提供する
コンテンツを起動するときは、「混在表示」となるこ
とを避けるため、放送画面を消し、当該コンテンツを
全画面に表示することを推奨。

等について規定。

ワンセグ放送の画面表示についての運用規定

Ａ放送局
簡易動画

Ａ放送局の

データ放送

Ａ放送局
簡易動画

通信サイト
（非リンクコン
テンツ）

同一のコンテンツ提
供者（放送局）から
提供は可。

○

Ａ放送局
簡易動画

放送局の

サーバーへ

通信コン

テンツ等

ブラウザ
切り替え

×

○

異なるコンテンツ提供者
から提供されるコンテンツ
が同時表示される「混在
表示」機能を搭載を禁止。

「マルチメディア放送」における「放送」と「通信」の混在について、視聴者が混乱すること等がないよう、まずは関係の事業
者が必要に応じ、何らかの措置を講ずることが求められるのではないか。
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事業規律③（端末の普及の施策）

端末の普及の施策

○ マルチメディア放送を普及させるためには、「端末の普及」は不可欠であるが、
・ 「全国向け」放送は、携帯電話への情報伝送サービスとしての位置づけが想定されているため相当の端末の普及が見込まれるほ

か、携帯端末向けとして有利なＶ－ＨＩＧＨを使用するものである一方、
・ 「地方ブロック向け」放送は、携帯端末向けとして不利なＶ－ＬＯＷを使用するもの。

○ こうしたことを踏まえ、特に「地方ブロック向け」放送のための端末については、その普及のために、何らかの措置を講ずるべき
ではないか。

例えば、端末の普及について、

① 地方ブロック向け事業者に一定の義務を課す（携帯会社への働きかけを含め、普及への取り組みを免許等で確保）、

② 政府が何らかの施策を講ずる（関連事業者への周知等）、

③ 「地方ブロック向け」放送に代わり有利な周波数を割り当てられる「全国向け」放送の事業者に対し何らかの役割を期待すること、

等が考えられるのではないか。
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